地域医療構想ワーキンググループの「具体的対応方針の再検証」要請における病院名公表への自治労北海道本部見解について
９月26日に開催された、厚生労働省第24回「地域医療構想に関するワーキンググループ」において、「具体的対応方針の再検証」を要請する、公立・公的医療機関名が公表された。

分析対象となった医療機関は、全国で4,549病院（公立・公的病院数は、1,455病院）、再検証を要請した医療機関は424病院で、北海道においては、対象となる医療機関が111病院、再検証を要請した医療機関が54病院となっており、北海道を狙い撃ちにした割合の分析となっている。

その分析方法は、人口100万人以上の区域を除き、全国一律の基準による「診療実績」「類似かつ近接」だけで検討しており、過疎地や不採算地区など真の地域医療を担っている公立病院を、正確に評価しているものとは言い難い。

「再検証の要請」については、①全国一律の基準であり、積雪寒冷地域、広大な土地を全く考慮していない②医師の偏在対策を進める中での厳しい病院運営である③2020年９月までに再検証の結論を得るとしていることから性急な議論となる④病院は地域の産業であり、廃止や統廃合は人口の流出となる、など多くの課題は明白である。

さらに、病院名が公表された公立・公的病院は、病院そのものを統廃合するかのような受け止めがされかねず、病院で働く職員の雇用不安を煽ることとなり、人員確保を困難にするばかりか、住民・患者の受診に対する不安を招き、病院経営への影響も危惧される。

また、公立病院や診療所の財政負担や医師確保が出来ないことを理由に自治体首長が再検証を先取りし、再編・統合議論を加速させることも想定される。
この間のワーキンググループでの「再編・統合」の解釈としては、病床のダウンサイジングや機能の分科・連携、集約化なども含むとしており、「再編・統合＝病院の統廃合」ではないことが、自治労本部と総務省の間で確認されている。

９月30日に開催された、自治労本部拡大闘争委員会では、対象となった医療機関の根拠や基準についての分析を進め、地域で必要とされている公立病院を守る立場から、自治労協力国会議員をはじめ、地方６団体や医療関係団体などとも連携して取り組むことが重要であるとの回答があった。
９月27日の閣議後の記者会見で、総務・厚労両大臣からも「地域の実情を十分に踏まえた議論が行われることが重要」との発言もあったが、今後も自治労本部・協力国会議員と連携し、厚生労働省をはじめとした関係先への的確な情報収集と対策が重要となる。

自治労北海道本部は、地域医療構想とは都道府県において地域の事情を最優先し、地域自らが公・民病院の区別なく2025年の医療提供量を調整するべきものであるとの認識であり、個別病院名を公表し「再検証の要請」という今回の厚生労働省の対応とそれに基づく性急な議論・結論は断じて認めることはできない。引き続き、道議会民主・道民連合、連合北海道と連携し、情報収集を行い、地域医療確保に向けた取り組みを進める決意である。
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